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１．はじめに 

土地区画整理事業は、我が国の市街地整備を代表する

手法として、戦前、戦後を通じ、多様な地域の多様な課

題に対応すべく活用されており、平成１７年度末までに

全国で約４０万ｈａの市街地整備を実施してきている1)。

しかしながら、本格的な人口減少社会の到来を目前に控

える今日、持続可能な都市を目指した集約型都市構造の

実現へと都市政策を大きく転換しようとしている中、市

街地整備施策においても、「市街地整備の量的充足から

市街地ストックの質的向上」へとその重点を大きくシフ

トしていくことが求められており、土地区画整理事業に

おいて、既成市街地における実施のニーズが高まってき

ているといえる2)。既成市街地における土地区画整理事

業は、多くの地権者、要移転物件の存在等高度な事業マ

ネジメントが必要であり、さらに、厳しい財政事情を踏

まえると、より効率的・効果的な実施が求められている。 

効率的・効果的な実施に向けては、公共団体や施行者

が、他の成功地区の要因やノウハウを視察等により学ぶ

といったことはされてきているが、他の地区と客観的な

比較を行う手法は今まで実施されていなかったといえる。

そこで、本研究では、自治体等における土地区画整理事

業の効率的実施に向けた事業マネジメントを支援する手

法の開発を念頭に、土地区画整理事業地区についてのデ

ータ等を活用し、特に、事業の進捗管理における、客観

的な事業地区間の比較を容易にする評価指標の設定、そ

れによる事業地区の評価方法の開発を試みたものである。 

 

２．進捗管理のための地区間比較評価手法の開発 

 

(1)検討対象の設定 

a）検討対象事業の抽出 

検討対象事業は、土地区画整理事業実施状況データ3)

（平成18年3月）の約7,000地区のうち、既成市街地で実

施された若しくは実施中の土地区画整理事業地区を以下

の4点に基づき抽出した363地区を基本とする。 
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◇昭和50年以降のDID内 

◇1980年度以降に事業認可を受けた地区 

◇従前市街化率が50％以上 

◇従前戸数密度が10戸／ha以上 

363地区の概要は表-1の通りであり、公共団体施行が

多くなっている。 

表-1 363地区の事業認可年代及び施行者の分布 

施行者 1980～ 1990～ 2000～ 計 
個人・共

同 
0 1 3 4(1%) 

組合 10 12 7 29(8%) 
都道府県 3 5 0 8(2%) 
市町村 104 161 56 321(88%) 
都市再生

機構 
0 0 1 1(1%) 

 117(32%) 179(49%) 67(19%) 363 

その上で、進捗管理を行うことを想定し、全国比較を

適切に進めるために、特異な要素が入った「震災復興事

業」と「敷地整序型事業」の区画整理を除外した３４９

地区を検討の対象とする。 

b）評価対象期間の設定 

通常、土地区画整理事業の事業期間は、事業決定（認

可）から事業完了の間を言うことが多いが、本研究の目

的である、効率的実施に向けた事業マネジメント支援、

特に、進捗管理を念頭に置いた場合、事業認可前の事業

計画策定、合意形成の期間におけるマネジメントも重要

であることから、本研究における評価対象期間を、事業

着手から完了までとし、また、執行管理の対象となるリ

スクの特徴を踏まえ、次の４つの段階を想定する4)。 

◇事業着手～事業決定（認可）：着手段階 

◇事業決定（認可）～仮換地指定：事業計画段階 

◇仮換地指定～換地処分 ：施工段階 

◇換地処分～事業完了 ：清算段階 

 

(2)進捗管理のための地区間比較評価手法の枠組 

ある地区の施行者等が、評価対象となる期間内の、あ

る時点での進捗管理指標が示す進捗状況が、全国他地区

との比較で進んでいるのかどうかを自己評価できるもの

を目指す。 



具体的には、進捗率の時系列変化の平均的な姿（平均

進捗カーブ）がわかれば、それとの比較を行うことで、

全国の他の地区との比較が可能となる。 

また、全国の地区間比較を可能とするためには、まず、

評価対象地区の評価対象期間について、適切な難易度に

よる標準化が必要である。 

進捗管理指標は、事業への合意形成の度合いを表す指

標として、「同意率」（主に着手から認可まで）、工事

等の進捗を表す指標として、「建物移転戸数率」「道路

整備延長率」「使用収益開始宅地面積率」「仮換地指定

済み宅地面積率」、その他事業費の収入、支出の進捗を

表す指標（主に仮換地から換地処分まで）を想定する。 

 

(3) 評価対象地区の標準的な事業期間の設定 
a）難易度の設定 

標準化に適した難易度は、土地区画整理事業実施状況

データにある項目で、総事業期間とのある程度の相関関

係がある施行面積、土地所有者、筆数、現況戸数、要移

転数を難易度候補とし(表-2)、そのうち、相関の高い

「要移転戸数」、「施行面積」の上位2つの指標を難易

度として採用する。参考に散布図を示す(図-1,2)。 

 

 

b）４つの段階毎の標準的な期間の設定方法 

次に、この2つの難易度指標により、総事業期間を先

ず標準化し、その後、4つの段階それぞれについて、

「標準化された総事業期間」と「当該地区の４つの段階

毎の期間間の割合」を活用して標準化を行うものとする。 

◇事業期間（全国平均期間：平成18年3月土地区画整理

事業実施状況データ349地区より算出） 

着手～事業決定（認可）     ：7年 

事業決定（認可）～仮換地指定  ：3年 

仮換地指定～換地処分      ：9年、 

換地処分～事業完了        ：2年 

総事業期間            ：21年 

◇評価対象地区の値 

着手～事業決定（認可）     :t0年 

事業決定（認可）～仮換地指定    ：t1年 

仮換地指定～換地処分       ：t2年 

換地処分～事業完了        ：t3年 

総事業期間            ：ｔ年 

 施行面積：x1ha、要移転戸数：x2ha 

◇評価対象地区の標準的な事業期間 

施行面積x1に応じた標準的な事業期間（年）：tsx1 

  （施行面積・事業期間相関図より算出） 

要移転戸数x2に応じた標準的な事業期間（年）：tsx2 

  （要移転戸数・事業期間相関図より算出） 

標準的な事業期間（年）：ts＝（tsx1＋tsx2）／２ 

◇評価対象地区の標準的な事業期間（4段階、総事業期

間） 

着手～事業決定（認可）     ：t0*ts／t年 

事業決定（認可）～仮換地指定  ：t1*ts／t年 

仮換地指定～換地処分      ：t2*ts／t年 

換地処分～事業完了       ：t3*ts／t年 

総事業期間           ：ts年 

 

これら指標を活用して、進捗率の時系列変化の平均的

な姿（平均進捗カーブ）がわかれば、評価対象地区との

比較を行うことで、全国の他の地区との比較が可能とな

る(図-3)。 

 

 

ti  :仮換地指定後経過       

年数 

Ci  :tiにおける建物 

移転戸数率 

Csi :tiにおける標準的

    建物移転戸数率 

0.21340.1720現況戸数

0.21300.2013土地所有者

0.20440.2088筆数

0.22020.2233施行面積

0.22540.2354要移転戸数

363地区（参考）349地区

決定係数（R2）

難易度候補指標の項目

0.21340.1720現況戸数

0.21300.2013土地所有者

0.20440.2088筆数

0.22020.2233施行面積

0.22540.2354要移転戸数

363地区（参考）349地区

決定係数（R2）

難易度候補指標の項目

表-2 難易度候補の概要 

図-2 施行面積-期間 散布図 

図-1 要移転戸数-期間 散布図 

図-3 平均進捗カーブイメージ 



(4)平均進捗カーブデータの収集 

a）アンケート調査の目的 

平均進捗カーブの設定には、進捗管理指標についての

時系列変化データが必要となるが、土地区画整理事業実

施状況データには、当該データが含まれていないため、

アンケート調査によるデータ収集を行う。 

b）アンケート調査の概要 

◇実施期間：平成22年2月4日～2月16日 

◇配布先  ： 既成市街地における土地区画整理事業

の施行者（363地区対応） 

◇設問内容：進捗管理指標についての年度毎の実績数値 

c）アンケート調査結果 

各設問の回答数は、表-3のとおりである。 

これから、進捗カーブを算出する進捗管理指標は、回

答地区数が３０地区以上で、かつ、基本事業費、総事業

費を除く「合意者数」、「建物移転戸数」、「使用収益

開始宅地面積」、「建物移転補償費」についての進捗率

とする。 

なお、「合意者数」については、「事業における合

意」についての設問としたが、回答を見ると、仮換地指

定前後から合意者が増える「仮換地指定等の個別事項に

対する合意」と考えられる回答も混ざっていたため、そ

れらを除いた47地区分のデータを算出に活用した。 

 

(5)平均進捗カーブの設定 

a）合意者数 

合意者数（事業における合意：同意率）について、着

手から換地処分までの事業期間における事業への合意者

数の経年変化を対象とした。当初、認可までと考えたが、

データの分布の他、いくつかの地区へのヒアリングの結

果から、換地処分まで事業合意が必要な地区が存在する

ことがわかった。これにより、着手から、換地処分まで

を１とし、着手～認可を0.37、仮換地指定までを0.53、

換地処分までを1.00とした。 

進捗カーブは、着手時に同意率が0％、その後増加し

換地処分までのある時点で100％に達し、その後、100％

で推移するものと想定する。 

増加を表す近似曲線は、最も単純な2次曲線を想定す

る。アンケート結果から得られた有意と思われるデータ

をもとに算出すると、図-4の結果となる。 

 

 

b）工事等 

工事等の進捗状況を表す進捗管理指標のうち、進捗建

物移転戸数率における指標については、仮換地指定（当

初）～換地処分までの事業期間を対象とした。 

進捗カーブは、仮換地指定時に建物移転戸数率が0％、

その後増加し、換地処分までのある時点で100％に達し、

その後、100％で推移するものと想定する。増加を表す

近似曲線は、最も単純な2次曲線を想定する。アンケー

ト結果から得られた有意と思われるデータをもとに算出

すると、図-5の結果となる。 

その他、同様に、使用収益開始宅地面積率、建物移転

補償比率については、それぞれ図-6,7の結果となる。 

 

設問 内容 回答地区 数 備考

問１ 合意者数（人） 67
内 20は 個別事項に対する
合意と考えられる

問２－１ 移転済み戸数（ 戸） 38

問 ２－２ 集団移転の有無 （全数欄に○、×でご 回答下さ い） 12 実 施地区数

問２－３ 整備済みの道路 延長（ｍ） 22

問 ２－４ 使用収益開始済 みの宅地面 積（ ha） 36

問 ２ －５ 仮換地指定済み の面積（ ha） 28

問 ３ －１ 基本事業費（百 万円） 36

問 ３－２ 保留地処分金（ 百万円） 15

問 ３－３ 市区町村単独費 （百万円） 20

問 ３－４ 一般会計補助事 業費（まち交等を含む ）（百万 円） 13

問 ３－５ 総事業費（百万 円） 36

問 ３－６ 公共施設整備費 （道路のみ）（百万円 ） 22

問 ３－７ 移転費（百万円 ） 36

問 ３－８ 移設費及びその 他補償（百万円） 15

問 ３－９ 減価補償金 （百 万円 ） 2 5

問 ３ －１０ 調査設計費 （百 万円 ） 2 3

問 ３ －１１ 事務費（百万円 ） 20

設 問 番号

問２

問３

収入

支出

表-3 各設問毎の回答状況 

図-4 同意率平均進捗カーブ 



 

 

 

 

 

 

(5)進捗管理のための地区間比較自己評価チェックシー

トイメージ 

  

これまで検討してきた手法をふまえ、施行者が、進捗

管理のための地区間比較を自己評価できるシートのイメ

ージを図-8に示す（建物移転戸数率の例）。 

特徴として、黄色のセルについて、当該地区の数値を

入力すると、この一枚のシートで、最終的に、評価対象

地区の評価対象時点における進捗状況について、全国他

地区と比べてどの程度進んでいるのか、あるいは遅れて

いるのかが直ちにわかる。施行者は、この客観的な比較

結果をもとに、改善策等を考えていくことができる。ま

た、シート内に、全国各地区の散布図が掲載されている

ため、数値のみの把握でなく、分布の中での位置づけを

把握することができる。 

 

４．おわりに 

施行者が進捗管理のための地区間比較を可能とする手

法を開発し、自己評価できるシートのイメージを試作す

ることができた。しかしながら、進捗カーブの妥当性の

検証、自治体等による試行も踏まえた実務適用性のさら

なる検討が必要と考える。 
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図-5 建物移転率平均進捗カーブ 

図-5 建物移転率平均進捗カーブ 

図-6 使用収益開始宅地面積率平均進捗カーブ 

【チェック時必要項目（インプット事項）】　黄色のセル：当該地区検討時点の数値
【チェック結果（アウトプット事項）】　緑色のセル

○地区難易度に応じた標準的期間の算出・進捗状況評価
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○事業の改善策

・標準より建物移転が遅れている場合の改善策として、「成功事例の要因」を参照

進捗管理のためのベンチマークチェックシート（イメージ）
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図-8 進捗管理のための地区間比較チェックシートイメージ

（建物移転戸数率） 

 

 
指標：建物移転戸数率 

図-7 建物移転補償費率平均進捗カーブ 


